
 

国会にて横環南線の問題点を指摘 
 
４月４日の衆議院国土交通委員会で「高

速道路の料金をいつまで徴収し続けるか

（92 年後の 2115 年まで延長）」の法律改正

について参考人意見聴取が行われた。 

斎藤国交大臣も出席し、環境経済研究所

代表の上岡直見さんが参考人として意見を

述べられた。 

会議冒頭の自由発言で、「12月末と 1月初

めにあった事業評価監視委員会での横環南

線事業を継続すべきと進言したことはあまり

にもひどい事業評価」と追及された。 

    （会長 比留間哲生） 

 
【上岡さん陳述要旨】（国会中継録画より） 

①  (高速料金徴収が今後)92年という長期

予想はあまりにも不確実要素が多すぎ

て、明確な説明が伴わなければ利用者、

国民の理解は得られないのではないか。 

 

② 事業に関する予測の不確実性の問題と

して横環南線を例に挙げ、平成 7 年の都市

計画決定時に事業費 2,000 億円とされたも

のが、物価指数上昇は 10％程度にも係わら

ず、本年 1 月には 7,920 億円と 4 倍に膨張

しており、遅延要因が発生して供用時期が

不明の事態である。 

 

③ 需要予測に対する疑問として、道路公団

民営化の発端時も過大な需要予測、楽観的

GDP予測というものが指摘されていたが、20

年近く経過して人口減少等の環境、施工環

境も今後より厳しくなっていく。横環南線

の事例では、平成 17 年の第一回事業監視委

員会時は B/C（費用便益費）2.2 とされたもの

が令和 4 年度第 6 回委員会時では B/C は

0.8 と 1.0を割ってしまっている。 

 

 

 今後の整備する期間においては、人口動態

予測から都市部以外では人口減少が非常に

顕著と予想され、道路が出来上がった頃に

は使う人がいない無人地帯に向かって高速

道路を伸ばしているようなものである。92

年後の遠い将来の評価でなく、もう少し現

実的な評価が必要ではないか。 

 

④ 事業評価に関する疑問として、元々評価

基準に不明瞭な部分、恣意的な評価が可能

な部分が多いと思われる。例えば、便益集

計する道路のネットワークの範囲をどこま

で取るかで結果が大きく異なってくる。国

交省では算定マニュアルを提供しているが

抽象的な文言が多く、ある意味では恣意的

な運用が出来るようになっている。 

事業評価監視委員会やそれに類する評価

の場において委員からは様様な議論が出て

いるが、それが事業にどのように反映されて

いるか、横環南線の事例のように事業費が 4

倍にもなっており、チェック機能が機能してい

るのか疑問がある。 

 

⑤ 道路は全体ネットワークとして捉える

べき。高速道路利用にはその前後に一般道

路、自宅周辺街路の通行が介在する。これ

らの走行環境はかなり貧弱である。歩道も

なく、車に子供が轢かれるというようなこ

とがしばしば起きている状況である。道路

と財源の負担をどうするか。今後、数十年

のスパンからは化石燃料を使わない車が出

て燃料課金による財源調達でなく距離過金

へ移行せざるを得ない。そもそも無料道路

なんて存在しない。単に有料道路事業だけ

をいつ無料化するかの問題でなく、日本の

道路ネットワークをどうするかについても

議論を広げていくことが必要である。それ

をしない限り国民の方々の理解は得られな

いと思います。（事務局長 長谷川誠二） 
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大型車両の速度計測を実施しました 
 

 
 

西ヶ谷ハイツ住民から連協事務局にダン

プの走行音がうるさいとの苦情が寄せられ

たので、4 月 27 日（木）午前と午後 1 時間

ずつ西ヶ谷ハイツ道路委員のＴさんと一緒

に市道を通行する工事用大型車両の速度を

計測しました。 

数日前に請負者の大成建設に「速度超過

があればその場で通行を止める」と通告し

てあった為、どの車両も 15Km/h を下回る

低速度で通行していました。 

これから夏に向かい窓を開けることが多

くなります。騒音と塵埃被害を抑える為今

後も抜き打ちで速度計測を行う予定です。 

（ネオポリス H.O） 

 

 

3月 28日質問・回答会議の回答報告 

（前号に続く：その 2） 
昨年 12月に明らかになった工事費 2,100

億円の増大、総額約 8,000 億円には呆れて

ものが言えないところである。それ以前の

昨年 9 月 8 日の市議会本会議において横浜

市長は「事業費の増分に懸念、増分の地方分

担への配慮を求める要請をした」と答弁して

いる。 

今回の 2,100 億円の増分には、①関係機

関の協議によるもので 198 億円 ②現地条

件の変更で 223 億円 ③計画工法の具体化

で 1,148 億円と説明されている。我々には

真にやむを得ないもの以外に「事業者の安

易な当初計画、見損じ、ミス等が多くある」

と見受けられ、当然それらは市民、県民でな

く事業者が負担すべきものである。 

そのような観点から 15 項目について工

事費増理由の質問書を提出し回答を求めた。 

 

何が行われているのか皆さんに確認して頂

き、今後も質疑の結果をお示ししていきます。 

 

質問①： トンネルの発生土（重金属含有）の

搬出先の変更の 24億円増について 

前回（2020年）工事費増において 270億

円が計上されており、両者の違い、発生

場所、発生土量、処分方法（搬出先）を示

してください。 

回答： 前回は工事着手前の調査で分かっ

た分について、専用の処理施設で処理す

ることで 270億円を計上（庄戸トンネル

以外のトンネル）。今回は庄戸トンネル

で実際に掘った段階で重金属が検出さ

れたので、前回と違う廃棄先の公共事業

再利用処理業者を搬出先とした。 

（処置量、処分先については回答拒否） 

 関連質問： 前回を、2017年以降、横浜市

は本牧第 5 ブロック埋め立てに公共事

業の残土受け入れが始まっていたはず。

なぜそこを検討しなかったのか。そう

すれば極めて安価で処理できたのでは

ないか。 

 回答：前回は我々の事業だけではないの

で協議が整っていなかった。 

 関連質問：270億円も掛かることであり、

横浜市を巻き込めることが出来たので

はないか。業者任せで「これだけかかり

ます、ハイ！解りました」の如くの 270

億円ではないか。 

 回答：埋め立て事業の進捗状況もあり、一

気には埋め立てられないという、そう

いう協議があるので、お金だけの問題

ではないと思っている。 

 （筆者感想：とても理解できない。270億円

の大半をドブに捨てたようにも映る） 

     （事務局長 長谷川誠二） 

 

【対外活動記録】 

04/06 法律相談、区政推進課（会長） 

04/10 山崎誠議員打合せ（会長） 

04/17 高瀬司法書士打合せ（会長） 

04/23 公共事業改革市民会議 zoom(会長) 

04/27 西ヶ谷地区ダンプ走行速度測定 


